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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例第５条の規定により実施する。
人権侵害を受け、あるいは人権に関する悩みのある人が相談できる場は必要である。

誰もが安心した生活を送るためには、地域に密着した人権擁護委員との連携を継続して行う必要があり有効であるが、
面接以外の方法で相談しやすい体制づくりを検討する必要がある。

伊賀人権擁護委員協議会独自の研修や専門委員会ごとに学習会も随時開催し、相談員としてのスキルアップも図られ
ている。必ずしも相談の実績値が高くなることが評価につながる訳ではないが、気軽に困り事を相談できる体制が整いつ
つあるといえる。今後も、法務局・人権擁護委員との連携を密にし、継続していく必要がある。

負担金は、人権擁護委員協議会活動の支援であり、人口規模により算定（人口×３円）しているため、コスト低減は困難
である。
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市民が人権相談窓口を利用しやすくなる。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号
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○法務局や県人権センター、人権擁護委員等関係団体等との
連携による人権相談業務の推進
○相談員の資質向上
○ネットワーク化の検討

市民の人権への関心が高まるなか、人権相談業務への
ニーズがますます高まっている。
また、インターネット上の人権侵害等も発生しており、新た
な課題への対応が必要となっている。
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